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本稿は, 桃山学院大学共同研究プロジェクト08連194 ｢関西圏における中堅・中小企業お
よび第三セクターの再生とその手法の検証｣ の支援を受けたものである｡
は じ め に
日本経済は, 1990年代初頭のバブル崩壊と90年代後半から2000年代前半にかけての金融危









り, 経済的疲弊が深刻な状況となっている｡ このため, 各都道府県は従来から地元産業の振
興策を打ち出してきた｡ 本章では, 県レベルの取り組みの事例として, 近畿圏に最も近い非
大都市圏として鳥取県を採り上げ, 地域再生の取り組みを考察する｡
(１) 鳥取県の経済情勢
内閣府 ｢平成21年度 (2009年度) 県民経済計算｣ によると, 1996年を100とした場合, 09
年度の名目総生産は全県合計で92.4 (7.6％減少), 実質総生産は同104.9 (4.9％増加) となっ
た｡ 実質で増加したにもかかわらず名目で減少したのはデフレが進行しているためで, この
傾向は2000年以降に顕著になっている｡ このうち中国地域 (中国５県) は同期間に名目で
91.1 (8.9％減少), 実質で103.6 (3.6％増加) であり, ほぼ全国平均レベルとなっている｡
しかし, 県別に見ると, 鳥取県は名目で86.2 (13.8％減少), 実質で105.4 (5.4％) となって
おり, 実質では島根県に次いで高い水準を維持しているものの, 名目では中国５県中で最大
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きくなっている (図表４)｡ 実質ベースでは41.5％の増加となっているから, 生産量は増加
したものの価格の下落が大きく, 生産額では大幅な減少になったと言える｡ 現に, デフレー






県名 2009年名目 2009年実質 デフレーター
中国５県 91.1 103.6 87.9
鳥取 86.2 105.4 81.8
島根 93.3 109.2 85.5
岡山 90.8 102.8 88.3
広島 90.7 102.4 88.6
山口 93.0 103.4 90.0
(参考) 大阪 86.3 95.3 90.6









産業全体 (87.3) 産業全体 (81.2) △19.8％ △0.1％ 80.3
１ 製造 (18.8) サービス (23.3) 13.1％ 23.8％ 91.4
２ サービス (17.7) 製造 (15.5) △29.1％ 41.5％ 50.1
３ 卸売・小売 (13.2) 不動産 (12.2) 7.4％ 7.1％ 100.2
４ 建設 (10.1) 卸売・小売 ( 8.3) △45.9％ △44.9％ 98.2
５ 不動産 ( 9.8) 建設 ( 5.9) △49.8％ △49.5％ 99.4
６ 金融・保険 ( 5.2) 運輸・通信 ( 5.6) △6.4％ 16.1％ 80.6
７ 運輸・通信 ( 5.1) 金融・保険 ( 4.8) △20.6％ △18.9％ 97.9
８ 農林水産 ( 3.6) 電気他＊ ( 3.3) △15.4％ 6.0％ 79.8
９ 電気他＊ ( 3.3) 農林水産 ( 2.3) △43.7％ △20.6％ 70.8
10 鉱業 ( 0.3) 鉱業 ( 0.1) △83.3％ △83.2％ 99.5
政府 (14.4) 政府 (18.5) 10.9％ 21.7％ 91.1
(注) 1. 電気他は, 電気・ガス・水道業｡
2. 増減率は各産業の名目総生産額の2009年度の1996年度に対する増減率｡




鳥取県は, 大別して鳥取市を中心とする東部地域 (旧因幡地域) と, 米子市を中心とする
西部地域 (旧伯耆地域), 倉吉市を中心とする中部地域から構成されている｡ 県庁所在地で
ある鳥取市を中心とした東部地域は, 高速道路網が直結していないため大阪や京都からのア
クセスが悪く, 運送に時間を要するというロジステッィク上の弱点を抱える地域である｡ 他
方, 西部地域は島根県の境港市, 安来市に隣接しており, 経済的には中海経済圏として島根






工場が集積していた｡ そのほかにも, 液晶機器のエプソン, カーナビ機器のパイオニアなど







鳥取県は ｢打って出る鳥取県｣ をスローガンに, ｢次世代改革の推進｣ を図っている｡ そ
の施策の柱となっているのは, ①県内中小企業の支援強化 (県内産業の高付加価値化), ②
打って出る鳥取県産業の推進, ③県内物流の拡大と効率化, ④企業立地 (産業集積) の促進,











同様の仕組み作りは, ｢地域産業プロデューサー活用支援事業｣ にも見られる｡ これは専
門家の知識をより広範囲に活用して, 産業活性化に面的な広がりを持たせようとするもので























していかなければならない｡ しかし, これが総花的な政策になってしまっては, 成果に結び






岡山県津山市は県北に位置し, 県庁所在地である岡山から JR特急で１時間, 大阪から中









津山市では, 1995年に発足した ｢津山高等専門学校技術交流プラザ｣ をベースに地域事業
振興のための ｢つやま新産業開発推進機構｣ (｢つやま新産業創出機構｣ の前身) が設置され
た｡ 1997年には後述する ｢津山ステンレスネット｣ が結成された｡ 1998年には美作女子大技
術交流プラザが発足し, 後述する ｢食品産業クラスター｣ のベースとなる繊維・縫製, 食品,
生活科学の３分科会が設置された｡





3) ｢つやま新産業創出機構｣ 並びに ｢津山ステンレスネット｣ は, 中小企業の連携による地域産業振
興の成功例として多くの先行研究がある｡ 例えば, 関 [2010], 宮崎・原田・板倉 [2008]｡
プする, ②売上・利益増加による税収アップにより地方財政を潤沢にする, ③地方分権に備
えて産業面での体力を作る, であった｡ そのために, 既存産業の活性化ではなく, 新たな産
業振興というコンセプトで取り組むこととなった｡ その中心は, 今まで単独で行っていた事
業を連携して産業クラスター4) でやっていくという考え方である｡ 津山市の場合, これを新





性に優れ, 粘りがある素材である｡ 国内にステンレスを切削できるところは少なく, 例えば
新潟の燕三条地域は金属食器など金属製品の加工で有名であるが, その中心はプレス加工で
ある｡ ヒアリング調査によると, ステンレス加工は中小企業が ｢一国一城｣ の考え方をせず,
他社との協力関係を築きやすい業種である｡ 津山では各社が独自の技術を持ち寄り, 連携し




ない点である｡ また, 製品はサニタリー分野が中心であり (他の分野への参入も検討中),
分野を特定することで競争力を発揮している｡ このステンレス産業クラスターには23社が参





http : //www.stainless.t-shinsan.com/outline / stain_jigyo.html
バーリング加工 バルジ加工
4) 産業クラスターとは, 異分野, 異業種, 産官学などが連携して新技術や新たなアイデアを出し, こ
れをもとに競争力のある製品や商品を製造・販売する仕組み｡






を図る (高いレベルでの均一化), ②スローガンを制定する (技術は競争し, 引き合い物件
には協調してあたる), ③規約を制定する, こととした｡ 津山ステンレスネットの成功は,





れた｡ ステンレスネットの効果について, 参加８社のうち４社が ｢技術補完で業績が上がっ
ている｣ と回答し, 他４社は ｢①知名度が向上した, ②技術が習得できた, ③情報の共有化




ある｡ その意味で, 技術力があるのに (苦労が嫌で) 共同してやらない企業は, 無理にでも
引き上げる必要がある｡ 良い戦略を作っても地域性や風土を打破しなければ産業振興はでき


































ある｡ その結果, 未参加企業が相応の努力をし, ネットワークに参加できる技術力を獲得で
きれば, ネットワークそのものが拡大することになる｡ ただ, 現実には需要規模の制約があ





7) ステンレスネットの発展には, 藪木伸一氏 (つやま新産業開発推進機構 産業活性化チーフアドバ
イザー) の功績が大きく, 同氏は2007年に津山市政功労者表彰を受賞している｡




く利用している｡ 東山温泉の宿泊客は, 会津地域からが３分の１, 一都三県 (東京, 神奈川,
千葉, 埼玉) からが３分の１, その他が３分の１である｡ 首都圏からの車のアクセス・ルー
トは東北自動車道・磐越自動車道経由であり, 比較的良好である｡ また, 東京からの電車の
便は良くないが, 新宿から直行バスがある｡ ただし, 都心から片道約４時間かかること, 高
速料金が片道6250円 (ETC料金) と高額なことから, 首都圏からの集客を増加させること
には限界がある｡
東山温泉は, 会津若松城と白虎隊, 会津磐梯山などの観光地に恵まれ, 温泉地として人気
を博した｡ しかし, 時代とともにレジャーや観光が多様化し集客の増加は頭打ちとなった｡
更に, 温泉街に近接したスキー場9) のロープ―ウェイが1985年に閉鎖されてからはスキー宿
泊客が減少し, 年間の売り上げも落ち込でいった｡ その後, バブル崩壊により首都圏からの
近郊温泉ホテルへの宿泊客が大幅に減少し10), 東山温泉もこの例に漏れなかった｡ こうした
中で, 経営の悪化したホテルが出始め, 閉鎖や廃業に陥るホテルが目立つようになった｡
(２) 再建策 (本節は, 大半をヒアリング調査に依拠している)
①経営再建環境
Ａホテルはバブル崩壊後の1995年に新装オープンした｡ まさに経済が悪化していく最悪の










なる可能性が高いことから, Ａホテルの再生が必要であると考えていた｡ 更に, 東山温泉が
駄目になれば会津も駄目になり, Ｃ銀行自身の経営も大きな影響を受けると判断したものと
考えられる｡ こうした中で, 政策投資銀行の仲介により ｢ハコモノ｣ 再生のコンサルタント
をしていたＢ社長がＡホテルの財務調査を依頼され, Ｂ社長は３館を同時に再生するほうが
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9) 背炙山 (せあぶりやま) スキー場で, ロープ―ウェイの山麓駅は東山温泉駅であった｡
10) 栃木県鬼怒川温泉も企業の慰安旅行宿泊客が大幅に減少し, 多数のホテル・旅館の経営が行き詰まっ
た｡
収益改善効果の大きいことを提示した｡ この結果, 債権者が協議して, 東山温泉地域の存続
のためにＡホテルを再生対象とすることを決めた｡ ３館同時再生を条件に, 投資ファンドで




た｡ 第一は多額の債務処理, 第二は前経営者の経営関与の排除であった｡ 結局, Ｃ銀行が他
の金融機関を回り, 債権放棄に向けて説得を行った｡ 具体的には, 債務整理のために３館に
ついて新旧会社分離方式を採用し, 新会社が資産の大半と負債の約３分の１を引き継ぎ, 旧

















再生のメリットを活かすべく, 人材の適正配置を行って, 人材の有効活用を図った｡ 即ち,
新たに外部から人材を補充する余裕がない以上, いかに現在の一人一人の能力を引き出せる
かが鍵であった｡ 具体的には, Ｂ社長が従業員全員に対し, ３年後, ５年後にどのような人

























とである｡ これはどちらが欠けても再建はうまくいかなかったであろう｡ まず, メイン・バ
ンクの協力は再建に向けた対外的信用の確保, 必要運転資金の確保の面から絶対に必要であ




かねない｡ この見極めが大変重要であり, 事業再生にあたっての最大のポイントである｡ Ａ
ホテルの場合には, Ｃ銀行が地域再生のためにＡホテルの再建が不可欠という判断を下して












を引き出すことは困難である｡ 逆に言えば, 地域再生或いは個別企業の再生の場合には, 個々
の事情が大きく影響するため, 一般化した方策を見出すことには無理がある｡ ただ, 地域再
生ないし事業再生の前提条件としてのいくつかの発見を指摘しておきたい｡
第一に, 地方自治体の取り組みである｡ 地方自治体の取り組みは, 県レベル, 市町村レベ
ルと段階が異なるが, 経済情勢が疲弊している中で地方自治体が工場団地など ｢枠｣ を提供
しただけではほとんど効果がない｡ 津山市のステンレスネットのように, ソフトという中身







生むためには, 独創性の追求が必要である｡ 具体的には, 他地域との差別化 (グローバル視
点に立った外国との差別化), 価格条件を超えた競争力の習得 (ブランド力の発揮), 広域の














高齢化に対応可能な商品やサービスは, より使いやすいものに ｢進化｣ させていくことが重
要である｡ しかし, それ以外の商品やサービスについては, 今後の拡大が期待できない｡ 市
地域の事業再生に求められる条件 237
場の拡大という点では, 日本国内におけるシニア層という ｢縦の市場開拓｣ だけではなく,
やはり ｢横の市場開拓｣ が重要である｡ そのためには, 近隣の中国市場さらには東南アジア,
南アジア市場をどこまで取り込んでいけるかであろう｡ 更にアジア地域の今後の所得増加を
勘案すれば, 中間所得層の人口は数億人に達する｡ こうした市場に打って出るためには, 従
来型の ｢国内輸送・交通のインフラ整備｣ という発想では不十分である｡ 国内の大都市圏へ
のアクセスを競うのではなく, アジア地域へのアクセスの良さを確保することが重要であろ




終 わ り に
2008年９月のリーマン・ショック以降, 円高が急速に進む中で地域の産業空洞化が更に進





いかねばならず, 政策対応をいつまでも待っているわけにはいかない｡ その意味で, 各都道







つやま新産業創出機構ホームページ URL：http : // t-shinsan.com/ index.html
津山ステンレスネット URL：http : //www.t-shinsan.com/domain / stainless /






Requirements for Business Revitalization
in Japan’s Regional Areas
NAKANO Mitsuhiko
Three cases of business revitalization strategies are discussed in this article : in Tottori
prefecture, Tsuyama City in Okayama prefecture, and the Aizu area in Fukushima prefecture.
Tottori prefecture has been sufferering from shrinkage of the manufacturing sector due to the
relocation of Sanyo Electronics Co., in the early 2000s. Accessibility to Tottori from Osaka, the
second largest business area in Japan, is poor, so companies are not induced to build business
bases there. The Tottori prefectural government has established some plans to create new
businesses under collaboration with universities nearby.
Tsuyama city is located in the north of Okayama prefecture. It is very famous for its success
in forming a stainless steel manufacturing cluster. It consists of eight member companies and is
assisted by “TSUYAMA SHINSANGYO SOSHUTSU KIKO,” an institution providing training for
new businesses. Some experienced coordinators have guided the cluster to increase their
manufacturing skills and succeeded in raising their competitiveness.
The Aizu district is in the western part of Fukushima prefecture in north-east Japan. Aizu is
very famous, historically speaking, and used to attract many tourists to its hot springs. However
the number of tourists has declined year by year along with the economic downturn in Japan. A
very enthusiastic CEO has eagerly engaged in management reform and revitalization of a hotel
which otherwise would be closed down for financial reasons.
It is hard to get a general solution to revitalize shrinking business areas and companies.
However some lessons can be learned from this research. The first is the need for a framework
established by local authorities. It is very important to make the best use of existing business
elements. The second is related to the degree of passion of members, particularly SMEs, in an
area. Success depends on their motivation in revitalizing their business and their area. The third
is the need to engage an experienced business coordinator. It is easy to find an expert who has
good knowledge in one particular aspect of the project. However it is quite difficult to find a
person who can manage everything with a strong passion. The fourth is the refocusing of
business targets. The Japanese domestic market has been shrinking year by year due to lower
population growth. Local businesses should expand their targets to Asian countries, where the
number of middle income people is increasing along with rapid economic growth. Local SMEs in
Japan should expand their geographical business markets horizontally.
